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民法総合３

第 回講義 詐害行為取消権13
2005/07/08

CASE
平成 年 月 日、Ｘ株式会社は、 月末から 年間の予定で日本に社長として赴任するアメリ15 7 8 8 2

（地カの親法人の副社長Ａ一家の居宅に使用するため、不動産業者Ｍの仲介で、その時点でＳ

がＢに貸していた瀟洒な日本家屋を、次のような条件で借りると元の某大会社の引退した元社長）

合意した。

（転貸不可）賃借人：Ｘ株式会社、使用者：Ｘ社代表取締役社長Ａ一家

賃貸期間：平成 年 月 日から平成 年 月 日まで。ただし、現賃借人Ｂが盆すぎに15 8 1 17 8 31
退去の予定なので、退去後、Ｓが清掃・補修をしたうえでＸに鍵を渡す。期間の延長や変

更の場合には、双方とも誠実に交渉するものとする。

賃料月額 万円前月月末払 。ただし、平成 年 月分は、Ｘへの80 15 8（Ｓの指定口座への振込）

鍵の引渡し日以降分につき、日割り計算とし、 月分とまとめて 月末日までに支払う。9 8
敷金は 万円とし、Ｘはこれを直ちにＳに預託する。300

ところが、同年 月末にＳが亡くなり、Ｓの息子で唯一の相続人であるＳ’は、Ｂの退去後7
（ ） （ ）の 月 日に本件建物とその敷地 をＹに 億円8 25 2合わせて甲不動産と呼ぶ 時価相当額と考えられる1

（ 条の賃借権ので売却し、移転登記を終えてしまったため、Ｘは引渡しを受けられなかった 605

。Ｓ’が、このように急な売却を進めたのは、理由があった。Ｓ’には、高利貸し登記もない）

のＹに対する合計 億円を超える借金の他にも多くの借金があったが、いずれも返済のめどが2 2
たたず、Ｓ’は、Ｙ らから相当激しい取立てを受けていた。Ｓも息子Ｓ’の不甲斐ない状況2

を知っていたため、本件甲不動産以外は、Ｓ’に相続させるつもりがなく、生前処分や遺言で

公益団体に寄付していた。そこで、Ｓ’は、唯一の相続財産と言える甲不動産をＹ に売却し1

て、その代金でとくに高利で負担が大きいＹ に対する債務を消滅させようとしたのである。2

Ｓ’は、父Ｓが生前にＸとの間で契約を結んでいたことを聞かされていなかったし、Ｙ も1

そのような事実は知らなかった。 月初旬に、甲不動産は、Ｙから、Ｙに転売され、移転登記9 1 3

も行われたが、Ｙは、 がほぼ 人で経営している小さな会社であった。3 M 1

【 】Keypoints
（転得者の地位を含む）・不動産賃借権と対抗問題

・詐害行為取消権の法的構成と訴訟物および請求の趣旨

・詐害行為取消権の諸要件と主張・立証責任

・特定物債権を被保全債権とする詐害行為取消権行使の可否

・被保全債権の発生時期

・時価での不動産売却と詐害行為の成否

（無資力要件）・詐害性の有無

・債務弁済のための財産処分の詐害行為性

・債務の弁済の詐害行為性

・無効行為の取消しの可否

・対抗要件具備行為の詐害行為性

（価格算定基準時）・現物賠償と価格賠償

・詐害行為取消の効果としての取消債権者への目的物引渡し・金銭支払

・債務者の資力の回復の影響
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【 】Questions
[ ] ＸとＳとの間の合意は、賃貸借契約や賃貸借契約の予約か、それ以外のものか。01
[ ] Ｘは、Ｙ に対して、本件賃貸借契約に基づく利用を認めるよう求めることができる02 3

か。それが認められる場合、Ｘは賃料を誰に支払うのか。

（前問の答えがいずれであってもよい独立の質問として答えよ。また、本問については、甲不動産[ ]03
その後、アメリカの親法人の事情で、Ａには根抵当権は設定されていなかったとして考えよ）

の社長就任とＡ一家の来日が中止になったので、Ｘは賃貸借契約による利用には固執し

（ ・ 月分なくてよくなった。そこでＸは、 月半ばの段階で、Ｓ’に対して、損害賠償9 8 9

80の賃料はＳ’に提供したが受領を拒まれて供託しており、実損はせいぜいＭに支払った仲介手数料

と敷金 万円の返還を求めることにした。しかし、めぼしい資産を持たず万円である） 300
なお借金を抱えているＳ’を相手にしても埒があかない。Ｘは誰を相手にどういう請求

を立てることを検討すべきか。主張・立証すべき事実についても併せて検討しておくこ

と。

[ ] Ｙ に対する関係03-01 1

（便宜上、Ｙとの関係をＹとの関係より先に検討すること）[ ] Ｙ に対する関係03-02 3 3 2

（これがＹ・Ｙに対する請求とどういう関係にあるかも考えよ）[ ] Ｙ に対する関係03-03 2 1 3

[ ] 甲不動産にＳのＨに対する債務を担保するために次のような根抵当権が設定されてい04
た と（Ｈの根抵当権はＳ’の相続後 条の 第 項の合意があり、未だ確定していないものとする）398 8 2

すると、[ ]の場合のＸのＹに対する関係は影響を受けるか。03 1

( ) 極度額が 億 万円の場合a 1 8,000
( ) 極度額が 億円の場合b 2
( ) 極度額が 億 万円の場合c 2 2,000

[ ] Ｓ’からＹ への売買契約が、設例とは異なって、財産隠匿のための通謀虚偽表示で05 1

あり、Ｙもそのことを知っていたとすると、[ ]の場合のＸのＹやＹ対する関係は影3 1 303
響を受けるか。

[ ] 平成 年 月 日のＳ’からＹへの移転登記が、設例とは異なって、Ｓ’がＳの生前06 15 8 25 1

の 月頃に相続を見越して結んでいた売買契約の履行として行われたものであったとす5
ると、[ ]の場合のＸのＹに対する関係は影響を受けるか。03 1

[ ] ＸのＹに対する訴訟の第二審において、Ｘの請求07 （[ ]( )のケースを前提にして考えよ）04 a 1

は、要件を充たして認容されそうであるが、甲不動産の価格は、その後やや下がり、口

頭弁論終結直前の不動産鑑定によると 億 万円であった。Ｘの被保全債権を 万1 8,300 380
円であるとしたとき、認容される額はいくらになるか。

[ ] Ｙ に 万円の支払を求めるＸの請求が認容された場合、その後の法律関係はどうな08 3801

るか。とりわけ、Ｓ’の他の債権者Ｇは、 条により自分も詐害行為の取消によって425
恩恵を受けてしかるべきだという主張をすることができないか。

[ ] ＸはＹ のみを相手に、移転登記の抹消に代えてＳ’への移転登記を求める訴えを起09 3

こしたところ、その請求が第一審では認容された。ところが、この間にＳ’は起業に成

功し、巨額の創業者利益を得て資力を回復した。この点以外に第一審で双方が主張した

事実と異なる事実は存在しないとすれば、第二審の判決はどうなるか。
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【 】Materials
Ａ（必読判決と文献）

・①大判明治 年 月 日民録 輯 頁44 3 24 17 117
・②最大判昭和 年 月 日民集 巻 号 頁36 7 19 15 7 1875
・③最判昭和 年 月 日民集 巻 号 頁50 12 1 29 11 1847
・④最判昭和 年 月 日民集 巻 号 頁55 1 24 34 1 110
・ もしくは『債権総論』の教科書・体系書もしくはコンメンター潮見［第 版］ ～ 頁2 133 174

ルの債権者取消権に関する部分。

Ｂ（判例の理解の参考となる解説）

百Ⅱ 事件・佐藤岩昭・①判決解説・ 13
百Ⅱ 事件・森田修・②判決解説・ 14
百Ⅱ 事件・山川一陽・③判決解説・ 19

2002・片山直也・④判決解説・奥田昌道ほか編『判例講義民法Ⅱ債権〔補訂版 （悠々社、〕』

年） 事件21
Ｃ（応用・発展的な検討の参考になるもの）

2002 152 164・伊藤滋夫・山崎敏彦編 ケースブック 要件事実・事実認定 有斐閣 年 ～『［ ］ 』（ 、 ）

頁〔瀬戸口壯夫 ：主要な論点について要領よくまとめている。〕

・倉田卓次監修 要件事実の証明責任 債権総論 西神田編集室 年 ～ 頁 春『 』（ 、 ） 〔1986 180 216
日偉知郎 ：例によって非常に詳しい検討がなされ反対説も明記している。〕


